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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期

第１四半期
連結累計期間

第68期
第１四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自2019年４月１日
至2019年６月30日

自2020年４月１日
至2020年６月30日

自2019年４月１日
至2020年３月31日

売上高 （千円） 4,957,695 4,926,775 12,410,194

経常利益 （千円） 996,602 777,293 833,305

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 700,326 542,300 553,565

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 682,650 573,414 497,576

純資産額 （千円） 13,651,335 13,842,218 13,367,167

総資産額 （千円） 18,300,344 18,446,081 18,301,178

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 111.77 86.55 88.35

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 74.5 75.0 73.0

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更は以下のとおりです。

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

 

（新型コロナウイルス感染症について）

　2020年５月の緊急事態宣言解除後、小学校・中学校では、時差登校・分散登校・短時間授業などの対応をとりなが

ら通常の授業が再開されておりますが、指導計画の見直しと夏休み期間の短縮が図られております。

　セグメントの出版においては、夏季刊物教材の受注が減少しており、セグメントの教具においては、教材の採択時

期などに影響が出ております。

　当社グループは、事業活動に係る対応策として、経営会議等による議論の結果、引き続きWEB会議等の活用による

集合形式の会議、研修、セミナーの開催、出張を控える等の安全対策を講じております。また、従業員に対しては、

手洗いや毎朝の検温を義務付け、社内感染が発生しないように努めております。

　経営成績等に係る対応策については、セグメントの教具では、学校の臨時休業の長期化の影響を受けて授業時間の

確保が困難な中、家庭科、図画工作等の科目における製作方法が動画で確認でき、指導時間の短縮に役立つ「動画資

料集まなびじゅある」の活用を提案いたしました。

 

（９月入学制度について）

　政府は新型コロナウイルスの感染拡大による学校の臨時休業を受けて、学習の遅れの解消策として2021年度からの

９月入学を検討しておりましたが、４月入学から変更することによる社会全体への影響が大きいことから導入を見送

りました。

　ただし、政府の教育再生実行会議において将来を見据えた長期的な課題として議論が開始される予定であります。

この９月入学制度がどのような形式で導入がなされるかは不明でありますが、９月入学制度が決定すれば業績に影響

が出ることが予想されます。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として厳しい

状況が続いております。

　教育界においては、2020年４月より新しい「小学校学習指導要領」が実施されました。この新学習指導要領で

は、育成を目指す資質・能力が「知識及び技能」、「思考力・判断力・表現力等」、「学びに向かう力・人間性

等」の３つの柱として整理され、「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善や、「社会に開かれた教育

課程」の実現に向けた「カリキュラム・マネジメント」の一層の推進が求められています。

　このような10年先の社会を見据えた新しい教育が始まるなかで、新型コロナウイルスの感染はわが国にも広が

り、本年２月27日には、政府から全国すべての小学校・中学校・高等学校に臨時休業が要請されました。休業は随

時延長されて５月下旬まで続きましたが、その間教育現場ではプリントの配布やオンライン授業などの対応に追わ

れました。また、学校再開後も、分散登校や短時間授業、机の間隔確保、時間割編成の工夫、長期休業期間の短

縮、土曜日の活用、学校行事の重点化など、様々な施策に追われています。

　一方で、児童一人ひとりに個別最適化され、創造性を育む教育ＩＣＴ環境の実現を目指す「ＧＩＧＡスクール構

想」は、一人１台の端末環境を構築することで、学校の臨時休業などの緊急時においても、ＩＣＴの活用によりす

べての児童の学びを保障できる環境を早急に実現するため、2020年度へ前倒しをする方向が示されました。

　このような情勢を背景に、当社グループは主力である小学校図書教材においては、価格や付録などの厳しい競争

が進むなか、基礎・基本の定着や活用する力の育成と評価を念頭に、教育現場のニーズに応えた改訂を行ってまい

りました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の経営成績は、売上高4,926,775千円（前年同四半期比0.6％減）、経常

利益777,293千円（前年同四半期比22.0％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益542,300千円（前年同四半期比

22.5％減）となりました。

　なお、当社グループの売上高において、第１四半期連結会計期間には、１学期品と上刊品、年刊品の売上高が計

上されるため、他の四半期連結会計期間の売上高と比較して著しく高くなっております。また、営業費用において

は売上高に比例した費用が発生していないため、他の四半期連結会計期間と比較して利益が多く計上されることに

なり、業績に季節的変動があります。
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　セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

①出版

　小学校図書教材においては、教育現場の実態や動向を分析し、多様なニーズを的確に捉えたことにより、基

礎・基本の確実な定着と思考力・判断力・表現力を確認できる教材が教育現場から支持を得ることができまし

た。

　テストなどの評価教材では、新学習指導要領が目指す基礎・基本から活用までの学習内容が確実に確認できる

企画や、児童の読解力を見取る企画が教育現場から好評を得ることができました。冊子型の教師用書では、つま

ずいた児童へのサポートや、授業で活用できるデジタル教材の企画を取り入れ、児童の学力定着と向上を図って

おります。また、テストに付属する得点集計ソフトによる集計処理業務の負担軽減など、教師の働き方改革を支

援する企画が受け入れられ、テストの実績の増加に寄与しています。

　ドリルなどの習熟教材では、基礎的な学習内容が着実に定着する企画に加え、地域の学習状況に合わせたドリ

ルノートの企画などの提案が受け入れられ、実績が増加いたしました。

　社会科の学習教材では、児童が様々な資料や情報を活用する力を育むことをねらいとした企画が功を奏し、

「社会科資料集」の実績が増加いたしました。

　また、新しい教科として英語の授業が始まり、「英語テスト」、「英語ドリル」、「英語・外国語活動シー

ト」の各教材が教育現場から支持を得ることができました。

　一方で、学校の臨時休業の長期化の影響を受け、指導計画の見直しと夏休み期間の短縮が図られ、それに伴う

夏季刊物教材の受注が減少いたしました。

　中学校図書教材では、教育現場のニーズを的確に把握したことにより、「３年間の総まとめ教材」、移行措置

で改訂した「数学ワーク」、別冊歌集を発刊した「音楽ワーク」の実績が増加いたしましたが、夏休み期間の短

縮の影響により「夏休み教材」は減少いたしました。

　この結果、当セグメントの売上高は3,717,622千円（前年同四半期比4.4％増）、営業利益は858,844千円（前

年同四半期比17.2％減）となりました。

 

②教具

　小学校教材・教具においては、学校の臨時休業の長期化の影響を受け、採用状況や教材の使用実態などに影響

が出ております。主力教材である「裁縫セット」、「画材セット」、「書道セット」、「図工教材」などでは、

休業期間中には大きく減少したものの、徐々に回復の傾向が見受けられます。

　栽培教材の「あさがおセット」では、臨時休業中において教師への栽培の提案を行ったこともあり、実績を維

持することができました。

　家庭科布教材の「エプロン」、「ナップザック」では、新型コロナウイルスの感染予防の観点から調理実習や

家庭科室の運用、年間指導計画の見直しがされており、教材の採用状況に影響を与えるものと思われます。いず

れにおいても学校の再開により、各学校において年間指導計画が作成され、計画に沿って教材の採択が行われる

見込みです。

　中学校・高等学校向けの家庭科教材ブランド「クロッサム」では、臨時休業の影響を受け採択時期などに影響

があり、実績が減少いたしました。

　この結果、当セグメントの売上高は1,209,153千円（前年同四半期比13.4％減）、営業利益は150,464千円（前

年同四半期比22.2％減）となりました。

 

(2）財政状態の分析

　当社グループの第１四半期連結会計期間末の財政状態は、年間の売上に占める割合が他の四半期連結会計期間と

比較すると高いうえに、小学校教材の売掛金の回収期限は学期末（７月末）精算を原則としているため、資産にお

いては受取手形及び売掛金が増加し、たな卸資産が減少、また純資産においては利益剰余金が増加する等の季節的

変動があります。

　当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、前連結会計年度末と比較して、総資産は144,903千円増加して

18,446,081千円、負債は330,147千円減少して4,603,863千円、純資産は475,050千円増加して13,842,218千円とな

りました。

　資産の主な増減は、現金及び預金の減少1,225,627千円、受取手形及び売掛金の増加2,240,501千円、商品及び製

品の減少1,073,181千円、仕掛品の増加252,095千円、投資有価証券の増加96,215千円であります。

　負債の主な増減は、支払手形及び買掛金の減少302,903千円、未払消費税等（流動負債その他）の増加219,601千

円、役員退職慰労引当金の減少227,155千円、長期未払金の増加212,360千円であります。

　また、純資産の主な増減は、利益剰余金の増加443,936千円であります。
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(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

　なお、新型コロナウイルス感染拡大による事業への影響については、今後も引き続き注視してまいります。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
 （2020年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2020年８月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,600,000 6,600,000
名古屋証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 6,600,000 6,600,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2020年４月１日～
2020年６月30日

－ 6,600,000 － 1,917,812 － 1,832,730

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2020年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

    2020年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 334,800

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,263,300 62,633 －

単元未満株式 普通株式 1,900 － －

発行済株式総数  6,600,000 － －

総株主の議決権  － 62,633 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式11株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2020年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社文溪堂

羽島市江吉良町江

中七丁目１番地
334,800 － 334,800 5.07

計 － 334,800 － 334,800 5.07

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2020年４月１日から2020

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,975,807 3,750,179

受取手形及び売掛金 1,220,428 3,460,930

有価証券 400,670 336,928

商品及び製品 3,239,430 2,166,249

仕掛品 628,843 880,939

原材料 309,634 265,119

その他 74,637 17,690

貸倒引当金 △1,444 △4,516

流動資産合計 10,848,008 10,873,522

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 731,999 757,590

土地 3,308,796 3,308,796

その他（純額） 123,413 133,409

有形固定資産合計 4,164,210 4,199,796

無形固定資産 187,537 163,875

投資その他の資産   

投資有価証券 2,835,579 2,931,795

繰延税金資産 51,603 56,562

その他 233,761 239,735

貸倒引当金 △19,522 △19,206

投資その他の資産合計 3,101,421 3,208,887

固定資産合計 7,453,170 7,572,559

資産合計 18,301,178 18,446,081
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,288,152 985,249

電子記録債務 1,578,095 1,476,896

短期借入金 110,204 179

未払法人税等 139,227 205,102

引当金 63,000 46,750

その他 903,443 1,033,486

流動負債合計 4,082,123 3,747,664

固定負債   

長期借入金 369 339

繰延税金負債 34,804 89,009

役員退職慰労引当金 251,249 24,094

退職給付に係る負債 523,579 493,689

長期未払金 － 212,360

その他 41,884 36,706

固定負債合計 851,887 856,199

負債合計 4,934,011 4,603,863

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,917,812 1,917,812

資本剰余金 1,832,730 1,832,730

利益剰余金 9,944,994 10,388,931

自己株式 △310,844 △310,844

株主資本合計 13,384,693 13,828,630

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △317 29,238

退職給付に係る調整累計額 △17,209 △15,651

その他の包括利益累計額合計 △17,526 13,587

純資産合計 13,367,167 13,842,218

負債純資産合計 18,301,178 18,446,081
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年６月30日)

売上高 ※ 4,957,695 ※ 4,926,775

売上原価 2,840,411 3,033,392

売上総利益 2,117,283 1,893,382

販売費及び一般管理費 1,126,865 1,121,315

営業利益 990,418 772,066

営業外収益   

受取利息 2,296 2,274

受取配当金 5,289 5,024

受取賃貸料 6,530 6,748

受取保険金 1,171 1,242

雑収入 4,969 3,187

営業外収益合計 20,256 18,477

営業外費用   

支払利息 － 42

売上割引 14,073 13,207

営業外費用合計 14,073 13,250

経常利益 996,602 777,293

特別利益   

固定資産売却益 13,023 －

投資有価証券売却益 － 5

特別利益合計 13,023 5

特別損失   

固定資産売却損 2,231 －

固定資産除却損 0 0

投資有価証券売却損 － 86

特別損失合計 2,231 86

税金等調整前四半期純利益 1,007,393 777,212

法人税、住民税及び事業税 239,960 190,898

法人税等調整額 67,106 44,014

法人税等合計 307,067 234,912

四半期純利益 700,326 542,300

親会社株主に帰属する四半期純利益 700,326 542,300
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年６月30日)

四半期純利益 700,326 542,300

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △19,366 29,555

退職給付に係る調整額 1,691 1,557

その他の包括利益合計 △17,675 31,113

四半期包括利益 682,650 573,414

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 682,650 573,414

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症について）

　新型コロナウイルスの感染拡大により、再び小学校・中学校が全国的に臨時休業になった場合、学校で使用され

る出版物、教材・教具の受注が変動し、事業活動及び業績に影響を与える可能性があります。しかし、現時点にお

いて通常の授業が再開されており、来年３月末までには、定められたカリキュラムが全て消化されるものと仮定し

ております。この場合、繰延税金資産の回収可能性の判断及び固定資産の減損の判定に与える影響は軽微であると

考えられるため、決算日現在の見積りに大きな影響を与えるものではないと判断しております。

　なお、前連結会計年度の有価証券報告書で記載した内容から重要な変更はありません。

 

（役員退職慰労金制度の廃止）

　当社は、2020年５月25日開催の取締役会にて、役員退職慰労金制度廃止に伴い退職慰労金を打ち切り支給するこ

とを決議し、役員退職慰労金制度廃止に伴い退職慰労金を打ち切り支給することに関する議案が2020年６月25日開

催の第67期定時株主総会にて承認されました。これに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、打ち切り支給

額の未払分212,360千円を固定負債の「長期未払金」として計上しております。

　なお、連結子会社につきましては引き続き、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額

を固定負債の「役員退職慰労引当金」として計上しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　2020年４月１日　至　2020年６月30日）

※　　売上高の季節的変動

　当社グループの売上高は、第１四半期連結会計期間に１学期品と上刊品、年刊品の売上高が計上されますの

で、通常、第１四半期連結会計期間の売上高は他の四半期連結会計期間の売上高と比べ著しく高くなっておりま

す。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日

至　2019年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年６月30日）

減価償却費 46,555千円 46,750千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月25日

定時株主総会
普通株式 116,846 18.65 2019年３月31日 2019年６月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月25日

定時株主総会
普通株式 98,363 15.70 2020年３月31日 2020年６月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 出版 教具 計

売上高      

外部顧客への売上高 3,560,815 1,396,880 4,957,695 － 4,957,695

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 3,560,815 1,396,880 4,957,695 － 4,957,695

セグメント利益 1,037,893 193,603 1,231,496 △241,078 990,418

（注）１　セグメント利益の調整額△241,078千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告

セグメントに帰属しない管理部門の販売管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 出版 教具 計

売上高      

外部顧客への売上高 3,717,622 1,209,153 4,926,775 － 4,926,775

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 3,717,622 1,209,153 4,926,775 － 4,926,775

セグメント利益 858,844 150,464 1,009,309 △237,242 772,066

（注）１　セグメント利益の調整額△237,242千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告

セグメントに帰属しない管理部門の販売管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（金融商品関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年６月30日）

１株当たり四半期純利益 111円77銭 86円55銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 700,326 542,300

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
700,326 542,300

普通株式の期中平均株式数（株） 6,265,254 6,265,189

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年８月７日

株式会社文溪堂

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

名古屋事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙橋　浩彦　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中岡　秀二郎　印

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社文溪堂

の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2020年４月１日から2020年６月30

日まで）及び第１四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め 

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社文溪堂及び連結子会社の2020年６月30日現在の財政状態及 び

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な 点に

おいて認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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